
1　特　別　職

報　　　酬 給　　　料 期末手当（千円) その他の 計

(人) (千円) (千円) 年間支給率月分 手当(千円) (千円) (千円) (千円)

その他の 22 10,782 10,782 10,782

特 別 職

22 10,782 10,782 10,782

その他の 22 10,836 10,836 10,836

特 別 職

22 10,836 10,836 10,836

その他の 0 △ 54 △ 54 △ 54

特 別 職

0 △ 54 △ 54 △ 54
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2　一　般　職

(1)総　括　　

区分

(人) 報　酬(千円) 給　料(千円) 職員手当(千円) 計　(千円) (千円) (千円)

（　）

15 48,664 31,393 80,057 16,188 96,245

（　）

16 54,678 35,615 90,293 17,920 108,213

（　）

△ 1 △ 6,014 △ 4,222 △ 10,236 △ 1,732 △ 11,968

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 管理職手当

区　分

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 186 2,931 1,014 1,373 5,931 660

前年度 840 3,332 1,338 1,115 5,827 1,200

比　較 △ 654 △ 401 △ 324 258 104 △ 540

期末手当 勤勉手当 管理職員特別

区　分 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円)

本年度 11,187 8,091 20

前年度 12,832 9,091 40

比　較 △ 1,645 △ 1,000 △ 20

（　）内は、再任用短時間勤務職員で外書き
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額(千円)

△ 6,014 給与改定 56 56 給与改定の状況

に 伴 う 0.27%

増 減 分 前年度

昇 給 1,045 1,045 平均昇給率 2.08%

に 伴 う 昇給日　4月1日

増 加 分

その他の △ 7,115 (1)職員数の異動状況

増 減 分 増減分 △ 7,115 　現に在職

　する職員数

本年度 15人 0人 15人 

前年度 15人 1人 16人 

増　減 0人 △1人 △1人 

(2)採用・退職等の状況

  1人

  1人

△ 4,222 制度改正 270 勤勉手当 270

に 伴 う

増 減 分

その他の △ 4,492 扶養手当 △ 654

増 減 分 地域手当 △ 401

住居手当 △ 324

通勤手当 258

104

管理職手当 △ 540

期末手当 △ 1,645

勤勉手当 △ 1,270

△ 20
管理職員
特別勤務手当

時間外勤務手当

備　　　　　　　　　　　　考説　　　　　明(千円)

(その他) ( 計 )

  平成30年2月28日

増減事由別内訳(千円)

給料の改定率

職
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手
　
当

給与改定実施時期

給
　
　
　
　
　
　
　
　
料

会計間の異動等に係る

採用等(予定)

退職等(予定)

国保



行　政　職

273,753

321,686

34.3

300,113

338,848

38.5

ｲ 初　任　給
（平成30年1月1日)

区　　分

高 校 卒

大 学 卒 179,200

156,800

一般行政職(円)

185,800

　平均給料月額　(円)

　平均給与月額　(円)

平成29年1月1日現在 　平均給与月額　(円)

　平 均 年 齢 　(歳)

147,100

国の一般行政職(円)

(3)給料及び職員手当の状況

平成30年1月1日現在

　平 均 年 齢 　(歳)

ｱ 職員1人当たり給与

　平均給料月額　(円)

区　　　　　　　　　　分

国保



ｳ 級別職員数

職種

級 職員数(人) 構成比(%)

(  ) (  )

1級 1 6.7

(  ) (  )

2級 7 46.7

(  ) (  )

3級 3 20.0

(  ) (  )

4級 3 20.0

(  ) (  )

5級

(  ) (  )

6級 1 6.7

(  ) (  )

7級

(  ) (  )

8級

(  ) (  )

計 15 100.0

(  ) (  )

1級 3 20.0

(  ) (  )

2級 4 26.7

(  ) (  )

3級 3 20.0

(  ) (  )

4級 3 20.0

(  ) (  )

5級 1 6.7

(  ) (  )

6級

(  ) (  )

7級 1 6.7

(  ) (  )

8級

(  ) (  )

計 15 100.0

（　）内は、再任用短時間勤務職員で外書き

(級別の標準的な職務内容)

区　　分 1　　級 2　　級 3　　級 4　　級 5　　級 6　　級 7　　級 8　　級

一般行政職 主事・技師 主事・技師 主　　任 係　　長 副 課 長 課　　長 副 部 長 部　　長

平成29年1月1日現在

平成30年1月1日現在

行　   政 　  職
区　　　　　分

国保



ｴ 昇給

代表的な職種

行　政　職

(A)   (人) 15 15

(B)   (人) 14 14

2号給 (人)

3号給 (人)

4号給 (人) 14 14

6号給 (人)

(B)/(A)  (%) 93.3 93.3

(A)   (人) 16 16

(B)   (人) 15 15

2号給 (人)

3号給 (人)

4号給 (人) 15 15

6号給 (人)

(B)/(A)  (%) 93.8 93.8

ｵ 期末手当・勤勉手当

6月(月分) 12月(月分)

(1.075) (1.225) (2.300)

2.125 2.275 4.400

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300

(1.075) (1.225) (2.300)

2.125 2.275 4.400

（　）内は、再任用職員で外書き

本 年 度

有

支給率計(月分)

前
　
　
年
　
　
度

区　　　           　　　  分 合　　　計

　 職制上の段階、職務の支  給  期  別  支  給  率
備　　　考

　 級等による加算措置

昇給に係る職員数

比　　　率

号給数別内訳

区　　分

職　員　数          　　　　

昇給に係る職員数

比　　　率

職　員　数          　　　　

本
　
　
年
　
　
度

号給数別内訳

有

有

国の制度

前 年 度

国保



ｶ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成30年1月1日現在）

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 そ の 他 の

区　　分 退職時特別昇給 備　考

(月分) (月分) (月分) (月分) 加算措置等

定年前早期

支給率等 25.556250 34.582500 49.590000 49.590000 退職特例措置

(2%～30%加算)

国の制度 定年前早期

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000 退職特例措置

(支給率等) (2%～45%加算)

ｷ 地域手当

市　　内

ｸ その他の手当

区　　分

扶養手当

住居手当

通勤手当

同　　　じ

異　な　る

同　　　じ

国の指定基準に基づく

   支 給 率   ( % )

国の制度との異同

6

支給対象職員数 (人)

6

15

支  給  率　  ( % )

支　給　対　象　地　域

国保



期　　　間 金　　額

窓口業務等委託料

　（平成３０年度）
73,980

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る

支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

事　　　項 限　度　額

　　　  前年度末までの
　　　  支出（見込）額



期　　　間 金　　額 国県支出金 地方債 その他

　平成３０年度から

　平成３３年度まで
73,980 73,980

も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の

以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

  （単位  千円）

特　　定　　財　　源

　　　　  当該年度以降
　　　　  の支出予定額

　　左　　の　　財　　源　　内　　訳　

一般財源
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